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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 子育て・人財局（子育て王国課） 

【現 状】 

○国による保育士の配置基準は、平成 10 年に現行の配置基準となり、保育士１人に対する児童の数は、０歳３人、１・２歳６人、３歳 20人、
４歳以上 30人となっている。 

 ※３歳児については、平成 27年度から公定価格において、３歳児配置改善加算が設けられ、20：１の配置基準を上回る 15：１で保育士を配
置した際に、その保育士に係る人件費も措置されることとなり、実質、見直しが行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県の取組状況】 

 ○平成14年に保育現場からの要望に基づき、保育士の配置が手薄になる１歳児について、配置基準の６：１より多い4.5：１の保育士を配置す

る保育所等に対する単県助成制度（低年齢児受入施設保育士等特別配置事業）を創設した。 

 ○また、平成25年には保育現場からの要望及び保育士の非正規化の進行が深刻な課題となっている状況を鑑み、３歳児の配置基準である 

20：１を上回る15：１で保育士を配置する保育所等へ更なる支援を行うよう単県助成制度を拡充した。 

 ○その後、平成27年度に子ども・子育て支援法の施行に伴い、国の公定価格の制度が創設され、３歳児加配については国の制度により給付さ

れることとなったことから、県の３歳児加配は廃止した。 

 ○４・５歳児加配については、国の子ども・子育て支援新制度における「質の向上」の検討項目に盛り込まれており、県としても保育士のさら

なる処遇改善及び４・５歳児の配置基準をはじめとした保育士配置基準の更なる改善を実行するよう、令和４年７月に国に要望している。 
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